日本聖公会　法憲法規

第１６章　懲　戒

＜1994年第46総会決議第39号　本章全部改正＞

第197条（正当な手続きの保障）

　　　日本聖公会に所属する教役者または信徒は、この法規その他の日本聖公会の法規に基づく審判廷の審判によらなければ、懲戒されない。
第198条（聖職の懲戒事由）

　　　聖職は、そのした行為または一定の行為をしないことが次の各号の一に該当するときは、懲戒を受ける。　　

　　（1）綱憲、日本聖公会法憲、この法規その他の日本聖公会の法規の規定に違反すること。

　　（2）聖職按手式において約束したことに違反すること。

　　（3）その他著しく不道徳または不正であること。

第199条（伝道師の懲戒事由）

　　　伝道師は、そのした行為または一定の行為をしないことが次の各号の一に該当するときは、懲戒を受ける。

　　（1）綱憲、日本聖公会法憲、この法規その他の日本聖公会の法規の規定に違反すること。

　　（2）伝道師認可式において約束したことに違反すること。

　　（3）その他著しく不道徳または不正であること。

第200条（信徒の懲戒事由）

　　　信徒は、そのした行為または一定の行為をしないことが次の各号の一に該当するときは、懲戒を受ける。

　　（1）綱憲、日本聖公会法憲、この法規その他の日本聖公会の法規の規定に違反すること。

　　（2）その他著しく不道徳または不正であること。

第201条（聖職の懲戒）

　　　聖職に対する懲戒は、次の４種とする。

　　（1）戒告

　　（2）１月以上３年以下の職務の一部執行停止

　　（3）１月以上３年以下の有期停職

　　（4）終身停職

　２　主教に対する戒告は主教会が、主教以外の聖職に対する戒告は当該聖職の所属する教区の教区主教が。審判に基づいて行う。

　３　第10条第１項の規定は、教区主教が職務の一部執行停止の懲戒を受けた場合に、第10条の規定は、教区主教が停職の懲戒を受けた場合に適用する。

　４　司祭または執事が停職の懲戒を受けたときは、教会の牧師、副牧師、牧師補その他の任務を解かれたものとみなす。

　５　職務の一部執行停止または停職の懲戒を受けた聖職の倍餐は、停止する。

　６　停職の懲戒を受けている聖職は、給与を受けることができない。
第202条（伝道師の懲戒）

　　　伝道師に対する懲戒は、次の４種とする。

　　（1）戒告

　　（2）１月以上３年以下の職務の一部執行停止

　　（3）１月以上３年以下の有期停職

　　（4）免職

　２　戒告は、当該伝道師の所属する教区の教区主教が、審判に基づいて行う。

　３　伝道師が停職の懲戒を受けたときは、教会勤務その他の任務を解かれたものとみなす。

　４　職務の一部執行停止、停職または免職の懲戒を受けた伝道師の倍餐は、停止する。

　５　停職の懲戒を受けている伝道師は、給与を受けることができない。

第203条（信徒の懲戒）

　　　信徒に対する懲戒は、次の２種とする。

　　（1）戒告

　　（2）倍餐の停止

　２　戒告は、当該信徒の所属する教区の教区主教が、審判に基づいて行う。

第204条（審判廷）

　　　日本聖公会に、管区審判廷を置く。

　　２管区審判廷は、大審判廷または小審判廷で審理および審判をする。

　　３日本聖公会の各教区に、教区審判廷を置く。

第205条（管区審判廷の審判員・組織等）

　　　管区審判廷の審判員は、日本聖公会の教区主教ならびに満40才以上の現任の司祭および現在受聖餐者の中から、主教会が指名し、定期総会が承認して任命する。

　　２　管区審判廷の審判員の任期は、任命された定期総会が終了したときから４年後の定期総会が終了するときまでとする。審判員は、再任されることができる。

　　３　管区審判廷の審査員の総数は、15人とし、教区主教、現任の司祭および現在受聖餐者の審判員をそれぞれ少なくとも４人は含まなければならない。

　　４　管区審判廷の小審判廷は、５人の審判員で組織し、大審判廷は全員の審判員で組織する。

　　５　小審判廷を組織する審判員には、教区主教、現任の司祭および現在受聖餐者の審判員が、それぞれ少なくとも１人は含まれていなければならない。

　　６　小審判廷では、教区主教、現任の司祭および現在受聖餐者の審判員がそれぞれ１人以上出席すれば、審理および審判をすることができる。

　　７　大審判廷では、教区主教、現任の司祭および現在受聖餐者の審判員がそれぞれ３人以上出席すれば、審理および審判をすることができる。

　　８　審判員に公正な審判を妨げる事情があるときは、その者は審理および審判に関与することができない。

第206条　（教区審判廷の審判員・組織等）

　　　教区主教は、教区審判廷の審判員となる。

　　２　教区主教以外の教区審判廷の審判員は、教区主教が、当該教区に所属する満30才以上の現任の司祭および現在受聖餐者の中から、常置委員会にはかり定期教区会の承認を経て、任命する。

　　３教区主教以外の教区審判廷の審判員の任期は、その任命を承認した定期教区会が終了したときから４年後の定期教区会が終了するときまでとする。審判員は、再任されることができる。

　　４　教区審判廷の審判員の総数は、各教区で定める。

　　５　教区審判廷は、教区主教および４人の審判員で組織し、教区主教は審判長となる。

　　６　審判長以外の、教区審判廷を組織する審判員には、現任の司祭および現在受聖餐者の審判員がそれぞれ少なくとも１人は含まれていなければならない。

　　７　教区審判廷では、審判長ならびに現任の司祭および現在受聖餐者の審判員それぞれ１人以上が出席すれば、審理および審判をすることができる。

　　８　審判員に公正な審判を妨げる事情があるときは、その者は審理および審判に関与することができない。

第207条（主教についての懲戒申立、審判廷、不服申立）

　　　聖公会の教役者または満16才以上の信徒は、日本聖公会の主教について懲戒の事由があるときは、管区審判廷に懲戒を求める申立をすることができる。

　　２　前項の申立は、３人以上が共同してするのでなければならない。この場合において、申立人のうち１人以上は、聖職でなければならない。

　　３　管区審判廷は、第１項の申立につき、小審判廷で審理および審判をする。

　　４　前項の規定による小審判廷の審判に対しては、大審判廷に不服申立をすることができる。

第208条（主教以外の者についての懲戒申立、審判廷、不服申立）

　　　聖公会お教役者または満16才以上の信徒は、主教以外の日本聖公会の教役者または信徒について懲戒の事由があるときは、教区審判廷に懲戒を求める申立をすることができる。

　　２　前項の申立は、３人以上が共同してするのでなければならない。

　　３　教区審判廷の審判に対しては、管区審判廷に不服申立をすることができる。この場合において、審理および審判は小審判廷でする。

第209条（審判の公開）

　　　懲戒申立についての審判は、公開の審判廷で行う。

　　２　審判廷の審判員が全員一致で、懲戒を申し立てられた行為の被害者を保護するために必要であると判断したときは、審判を公開しないで行なうことができる。ただし、審判の言渡は、公開の審判廷でしなければならない。

第210条（懲戒申立の時効）

　　　懲戒を求める申立は、第198条から第200条までに規定する行為または一定の行為をしないことが終わった時から３年を経過した後は、することができない。

第211条（教区主教の事前調査）

　　　教区審判廷に懲戒を求める申立があったときは、教区主教は、申立人および被申立人の面接その他の調査を行い、必要と認めるときは申立の取下を勧告することができる。

第212条（主教会の承認がなければ審判が発効しない場合）

　　　教区審判廷または管区審判廷がした綱憲に関する確定した審判は、主教会の同意があったときに効力を生じる。

　　２　主教会が審判に同意しなかったときは、当該審判は効力を失う。

第213条（懲戒の登録、通知等）

　　　教役者に対して戒告以外の懲戒をする審判が確定したときは、懲戒の主旨を、遅滞なく当該教役者に関する登録簿に記載し、かつ管区内の各教区主教および当該教役者が所属する教区の各教役者に通知しなければならない。だたし、前条第１項に規定する場合においては、登録簿の記載および通知は、主教会の同意があった後にするものとする。

　　信徒に対する審判は、当該信徒が所属する教会の牧師にも送付しなければならない。

第214条（教区主教の懲戒の外国聖公会への通知）

　　　首座主教は、教区主教が職務の一部執行停止または停職の懲戒を受けたときは、その旨を日本聖公会以外の聖公会の代表者に通知するものとする。

第215条（復餐）

　　　第201条第５項、第202条第４項または第203条第１項第２号の規定により倍餐を停止されている者は、相当の期間を経過したときに、復餐を申し立てることができる。

　　２　主教の復餐の申立は、主教会にするものとする。

　　３　主教以外の教役者の復餐の申立は、当該教役者が所属する教区の教区主教にするものとする。

　　４　信徒の復餐の申立は、当該信徒自らまたはその所属する教会の牧師から、当該信徒が所属する教区の教区主教にするものとする。信徒が自ら申立をしたときは、教区主教は当該信徒が所属する教会の牧師と協議するものとする。

　　５　復餐の申立があったときは、主教会または教区主教は、速やかに復餐の許否を決定しなければならない。

　　６　復餐の許否の決定は、倍餐を停止されている者にただちに書面により告知しなければならない。第４項の規定により復餐の申立人が牧師であるときは、当該牧師にも書面により告知しなければならない。

　　７　　主教会または教区主教は、復餐を許さない旨の決定をするときは、前項の書面に、復餐を許さない理由および次に復餐の申立をすることができる時期をも記載しなければならない。

　　８　主教会または教区主教は、教役者に対して復餐を許す決定をしたときは、その旨を第213条第１項の規定により通知をした者に対して通知しなければならない。

　　９　教区主教は、信徒に対して復餐を許す決定をしたときは、その旨を、当該信徒が所属する教会の牧師に対して通知しなければならない。ただし、第６項後段の場合はこの限りでない。

　　10　倍餐を停止されている者が死に臨んだときは、復餐の許可がなくとも、倍餐することができる。

第216条（有期停職後の教役者）

　　　有期停職の期間が満了した主教については、第15条の規定を準用する。

　　２　第25条または第34条の規定は、有期停職の期間が満了した聖職に、第48条の規定は有期停職の期間が満了した伝道師に適用する。

第217条（停職者の復職申立）

　　　１年を超える有期停職の懲戒を受けている教役者は、１年を経過した後１年を超える期間の３分の１が経過したときは、復職を申し立てることができる。終身停職の懲戒を受けて５年を経過した教役者も、同様とする。

　　２　主教以外の教役者の復職申立は所属する教区の教区主教に、主教の復職申立は主教会にするものとする。

　　３　主教以外の教役者の復職申立を受けた教区主教は、当該教役者の悔い改めの情が著しいと認めたときは、常置委員会の同意を得て、主教会にはかり、復職を許すことができる。

　　４　主教の復職申立を受けた主教会は、当該主教の悔い改めの情が著しいと認めたときは、復職を許すことができる。復職を許された主教については、第15条の規定を準用する。

第218条（聖職候補生の懲戒）

　　　懲戒については、聖職候補生は信徒とみなす。

第219条（懲戒をうけている者に対する制限）

　　　戒告以外の懲戒を受けている者は、管区、教区または教会の会議の議員、委員会の委員その他の任につくことができない。

第220条（審判廷規則）

　　審判廷の組織、審判の手続きその他の事項でこの法規に定めのないものについては、別に定める。

日本聖公会審判廷規則
＜1994年第46総会決議第40号＞
第１章　審判廷の場所
第１条（教区審判廷の場所）
　　　教区審判廷は、各教区の教区会で定めた一または数個の礼拝堂で開く。
第２条　（管区審判廷の場所）
　　　管区審判廷の大審判廷は、日本聖公会管区事務所が所在する教区内の礼拝堂で開く。
　　２　管区審判廷の小審判廷は、第一審として審判を行なうときは、前項に規定する
礼拝堂で開く。　
　　３　前二項に規定する礼拝堂は、主教会と日本聖公会管区事務所が所在する教区の
教区主教が、協議して定める。
　　４　管区審判廷の小審判廷は、教区審判廷に対する不服申立について審判を行なう
ときは、第１条の規定により定めた当該教区内の礼拝堂で開く。
第３条（教区審判廷の管轄）
　　　主教以外の者についての懲戒の申立は、被申立人が所属する教区の教区審判廷に
しなければならない。
　　２　前項の教区審判廷は、著しい不都合を避けるために必要と認めるときは、審判
を行なうべき教区審判廷の指定を管区審判廷に申し立てることができる。
　　３管区審判廷は、前項の規定による申立について、小審判廷で審判する。
第４条（教区審判廷開廷場所の基準）
　　　教区審判廷の審判は、教区内に審判廷を開く礼拝堂が数個あるときは、被申立人
の居住地に最も近い礼拝堂で開かなければならない。
第２章　審判員の除斥、忌避、回避
第５条（除斥原因）
　　　審判員は、次の場合にはその職務の執行から除斥される。
　　(1)審判員が申立人または被申立人の親族であるとき。
　　(2)審判員が事件について前審の審判に関与しているとき。
第６条（除斥の決定）
　　　審判員に除斥の原因があるときは、審判廷は、申立によりまたは職権をもって除
斥の決定をする。
第７条（忌避）
　　　審判員に審判の公正を妨げる事情があるときは、申立人または被申立人は、当該審判員を忌避することができる。
　　２　申立人または被申立人が審判員の前で弁論を行なった後は、当該審判員を忌避
することはできない。
第８条（除斥・忌避申立の方法）
　　　第６条の申立または前条の規定による忌避申立は、その原因を明らかにして、申
立をされる審判員が所属する審判廷にしなければならない。
第９条（除斥・忌避申立についての決定機関）
　　　審判員の除斥または忌避については、当該審判員が所属する審判廷が決定する。
第10条（事件についての審理の停止）
　　　審判員の除斥または忌避の申立があったときは、当該申立についての決定が確定
するまで、懲戒の申立についての審理を停止する。
第11条（審判員の回避）
　　　第５条または第７条の場合には、審判員は所属する審判廷の許可を得て、回避す
ることができる。
第３章（代理人および弁護人）
　　　申立人は、申立、弁論その他必要な行為を、１人または数人の代理人によってす
ることができる。
　　２　被申立人は、弁論その他必要な行為を、１人または数人の弁護人によってする
ことができる。
　　３　数人の代理人または弁護人がいるときは、各自単独で代理人または弁護人とし
ての行為をすることができる。
第13条（代理人および弁護人の資格要件）
　　　聖公会の教役者または成年の信徒でなければ、懲戒の申立について代理人または
弁護人となることはできない。
第４章　審判廷の用語
第14条（審判廷の用語）
　　　審判廷では、日本語を用いる。
第５章懲戒の申立
第15条（申立の方法）
　　　懲戒の申立は、申立書を審判廷に提出してしなければならない。
第16条（申立書の記載事項）
　　　申立書には、次の事項を記載しなければならない。
　　(1)申立人の教名、氏名、所属教会および所属教区
　　(2)代理人の教名、氏名、所属教会および所属教区
　　(3)被申立人の教名、氏名、所属教会および所属教区
　　(4)懲戒申立の事由である事実
第17条（審判廷による申立書の審査）
　　　申立書の記載が前条の規定に反するときは、審判廷は期間を定めてその補正を命
じなければならない。
　　２　申立人が命じられた補正をしないときは、審判廷は決定をもって申立を却下し
なければならない。
第18条（被申立人への通知）
　　　審判廷は、懲戒の申立があったことを、申立書の謄本を添えて被申立人に通知する。
第19条（申立の併合）
　　　数人に対して懲戒申立がなされようとする場合または１人に対して数個の懲戒申
立がなされようとする場合において、各申立事件が相互に関連するときは、それら
は併合して申し立てることができる。
　　２　併合された申立を受けた審判廷は、申立の一部についてしか管轄権を有しない
ときも、全部について審判をすることができる。ただし、当該審判廷は、著しい
不都合を避けるため、管轄権を有しない申立事件を管轄権を有する審判廷に移送
することができる。
第20条（教区主教の事前調査）
　　　教区審判廷に懲戒の申立があったときは、第18条に規定する通知の後、教区主教
は申立人および被申立人の面接その他の調査を行ない、必要と認めるときは申立の
取下を勧告することができる。
　　２　前項の調査は、第18条に規定する通知がなされた日から60日以内に完了しな
ければならない。
　　３　教区主教が第１項の調査を前項の期間内にしないときは、管区審判廷に不服申
立をすることができる。
第21条（弁論期日の指定・呼出）
　　　審判長は、最初の弁論期日を定め、申立人および被申立人を呼び出すものとする。
　　２　最初の弁論期日は、第18条に規定する通知がなされた日から90日以内、かつ
前条の場合は、同条第１項の調査が完了した後の日でなければならない。
第22条（懲戒申立の効果）
　　　日本聖公会法規第210条に規定する３年間の期間は、懲戒の申立によってその進
行を停止し、申立を却下する審判が確定した時からその進行を続ける。
第23条（懲戒申立の取下）
　　　懲戒の申立は、当該申立についての審判が確定するまでは、何時でも取り下げる
ことができる。
　　２　懲戒申立を取り下げた者は、同一の被申立人に対して同一の理由に基づいて、
懲戒の申立をすることはできない。
第６章　審判の手続
第24条（口頭の弁論）
　　　当事者は、審判廷において口頭で弁論しなければならない。
第25条（通訳の利用）
　　　弁論をする者が日本語を用いることができないときは、通訳を利用することができる。
第26条（書面による弁論の準備）
　　　審判廷における口頭の弁論は、各当事者が書面で準備しなければならない。
第27条（準備書面の記載事項）
　　　準備書面には、次の事項について記載しなければならない。
　　（１）自らおよび相手方の数名および氏名
　　（２）主張する事実
　　（３）提出しようとする証拠
　　（４）相手方の事実主張に対する陳述
第28条（準備書面の提出および送付）
　　　準備書面は弁論の期日前に、記載してある事項について相手方が準備するために
必要な期間が存するように審判廷に提出し、審判廷はこれを相手方に送付しなけれ
ばならない。
　　２　準備書面を提出するときは、相手方の数の副本を添えなければならない。
第29条　（期日への当事者の不出頭）
　　　当事者の一方が最初の弁論期日に出頭しないときは、その者の提出した準備書面
に記載してある事項は陳述されたものとみなし、出頭した相手方に弁論をさせるこ
とができる。
　　２　当事者の一方が第２回目以後の弁論の期日に出頭しないときは、相手方の主
張した事実を争わないものとみなす。
　　３　当事者の双方が弁論の期日に出頭しない場合において、90日以内に期日指定の
申立をしないときは、懲戒の申立の取下げがあったものとみなす。
第30条（弁論調書）
　　　弁論については、期日ごとに調書を作らなければならない。
第31条（調書の記載事項）
　　　調書には、次の事項を記載し、審判員が署名押印しなければならない。
　（１）審判員の数名および氏名
　（２）出席した当事者、代理人、弁護人、通訳および欠席した当事者の数名および氏名
　（３）弁論の場所および年月日
　（４）当事者の弁論の要点
　（５）証拠調の結果
　（６）審判の言渡
第32条（審判手続記録）
　　　審判廷は、弁論調書、提出された書面その他のものをまとめて、事件ごとに審判
手続記録を作らなければならない。
第33条（書記の委嘱）
　　　審判廷は、弁論調書の作成および審判手続記録の作成にあたらせるため、書記を
委嘱することができる。
　　２　書記は、懲戒申立がなされた管区審判廷または教区審判廷の審判員で当該申立
事件を担当していない者の中から、当該申立事件を受理した審判廷が委嘱する。
第34条（弁論の分離・併合）
　　　審判廷は、弁論の分離または関連する弁論の併合を命じまたはその命を取り消す
ことができる。
第35条（証明の必要）
　　　当事者は、その主張する事実を証明しなければならない。ただし、公知の事実ま
たは審判廷において明白な事実については、この限りではない。
第36条（証明の方法）
　　　証明は、証人、文書その他の証拠を取り調べることにより行なう。
第37条（証人等の宣誓）
　　　証拠調において、証人、当事者その他の者が陳述するときは、陳述前に宣誓しな
ければならない。
第38条（自由心証）
　　　審判廷は審判をするにあたり、弁論の全趣旨および証拠調の結果のみを斟酌して、
自由な心証により当事者の事実についての主張が真実であるか否かを判断する。
第７章　審判
第39条（審判員による評決）
　　　審判は、審判員の過半数の意見による。
第40条（審判書の記載事項）
　　　審判は、書面に次の事項を記載し、審判を行なった審判員が署名押印しなければ
ならない。
　　（１）主文
　　（２）事実
　　（３）審判の理由
　　（４）当事者および弁護人または代理人
　　（５）審判廷
　　（６）言渡の年月日
第41条（審判の成立）
　　　審判は、審判廷における言渡により成立する。
第42条（審判言渡の方式）
　　　審判は、審判の原本に基づき、審判長が主文を朗読して言い渡す。
　　２　審判の言渡は、当事者が在廷しないときにもすることができる。
第43条（懲戒申立の却下または棄却）
　　　審判廷は、懲戒の申立が不適法であるときは、主文において申立を棄却する旨を宣言する。
第44条（審判の送付）
　　　審判は、言渡の日から２週間以内に、当事者に送付しなければならない。
　　２　審判の送付は、その謄本をもってする。
第８章　審判の費用
第45条（審判の費用の負担）
　　　審判員の旅費および宿泊費ならびに審判廷の使用に関する費用は、管区審判廷に
ついては管区が、教区審判廷については教区が負担するものとする。
　　２　前項に掲げる費用以外で審判に関して要した費用は、申立を斥けられた当事者
または懲戒の審判を言い渡された当事者が負担するものとする。ただし、審判廷
が徳に必要と認めたときは、審判廷が定める割合で、当事者の双方に負担させる
ことができる。
第46条（費用の負担についての審判主文）
　　　審判廷は、前条第２項の費用の額および負担について、審判の主文において示さ
なければならない。
第９章　不服申立
第47条（不服申立を扱う審判廷）
　　　懲戒の申立を受けた審判廷がした審判に不服のある当事者は、教区審判廷の審判
に対するときは管区小審判廷に、管区小審判廷の審判に対するときは管区大審判廷
に不服申立をすることができる。
第48条（不服申立の方式および期間）
　　　不服申立は、審判の送付を受けた日から２週間以内に、不服申立書当該審判をし
た審判廷に提出して行なわなければならない。
第49条（不服申立書の記載事項）
　　　不服申立書には、次の事項を記載しなければならない。
　（１）当事者および弁護人または代理人
　（２）不服が申し立てられた審判の表示および当該審判に対して不服申立をする旨
　（３）不服申立の理由
第50条（申立書および審判手続記録の送付）
　　　不服申立書の提出を受けた審判廷は、当該申立書および不服を申し立てられた審
判に関する審判手続記録を、不服について審判を行なう審判廷にただちに送付しな
ければならない。
第51条（準用規定）
　　　不服申立についての審判の手続には、第１章から前章までの規定を準用する。
第52条（弁論の続行、審判の範囲）
　　　不服申立についての審判の手続においては、不服を申し立てられた審判のために
行なわれた弁論を続行する。
　２　不服申立についての審判のための弁論は、不服の申し立てられた限度で行なう。
第53条（必要的差戻）
　　　不服について審判を行なう審判廷は、懲戒の申立を却下した審判を取り消すときは、
事件を当該審判をした審判廷に差し戻さなければならない。
　２　前項の場合において、不服について審判を行なう審判廷の判断は、差戻を受けた審判廷を拘束する。
第54条（主教会への審判手続記録の送付）
　　　日本聖公会法規第212条第１項の場合においては、確定した審判に関する審判手
続記録が存する審判廷は、当該審判手続記録を主教会に送付しなければならない。
第55条（審判手続記録の送付）
　　　審判が確定したときまたは日本聖公会法規dai 212条に規定する場合において主
教会の判断が示されたときは、審判手続記録はそれを作成した審判廷に返付され、
保管されなければならない。
付則
第１条
　　　この規則は、1994年開催の日本聖公会定期総会終了の時から施工する。
第２条
　　　日本聖公会法規施行規則（懲戒審判法）（1950年第23総会制定）は廃止する。　　　
